藤枝市高年齢者等雇用奨励金交付要綱

　（趣旨）

第1条 　この要綱は、藤枝市内に居住する高年齢者等の雇用の促進と

　安定を図ることを目的として、これらの者を常用労働者として雇用した中小

　企業事業主に対して交付する藤枝市高年齢者等雇用奨励金（以下「雇用奨励

　金」という。）について、藤枝市補助金交付規則（平成１７年藤枝市規則２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第2条 　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

　号に定めるところによる。

　高年齢者等　次のアからオのいずれかに該当する者をいう。
ア 60歳以上の者

イ 身体障害者

ウ 知的障害者

エ 母子家庭の母等

オ 父子家庭の父(児童扶養手当を受けている者に限る。)

　常用労働者　2月以上雇用される者又は継続して2月以上雇用されるこ
　とが予定されている者であって、かつ、週当たりの所定労働時間が該当企
業の通常の従業員と概ね同等である者をいう。
　中小企業事業主　雇用対策法施行規則（昭和41年労働省令第23号）第６条の２に規定する中小企業事業主に該当する者として、国の特定求職者雇用開発助成金の支給決定を受けた者をいう。
　（交付対象者）

第3条 　雇用奨励金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件のすべ

　てに該当する中小企業事業主とする。

　藤枝市内に有する事業所における常用労働者として、市内に居住する高　　年齢者等を公共職業安定所の紹介又は国の助成金を含む雇用関係給付金に　　係る取扱いを行う旨を示す標識を掲げる無料・有料職業紹介事業者の紹介　　により雇用し、当該雇用について国の助成金の支給決定を受けたこと。

　前号の雇用を、国の助成金の助成対象期間の満了後も引き続き行ってい　　ること。

　（雇用奨励金の額）

第４条　雇用奨励金の額は、１人につき月額１０，０００円とする。

　（交付期間等）

第5条 　雇用奨励金の交付期間は、国の助成金の助成対象期間の満了日の属す

　る月の翌月から起算して、６か月を限度とする。

　２　前項の規定にかかわらず、同項の規定により交付の対象期間中に高年齢

　　者、障害者等の退職があったときは、当該対象期間の初日が属する月から

　　当該退職の日が属する月の前月（退職の日が月の末日である場合には、当

　　該退職の日が属する月）までの期間について算定する。

第6条 　（交付申請）

第7条 　雇用奨励金の交付を受けようとする中小企業事業主（以下「申請者」

　という。）は、前条の規定により対象とされた期間の満了日の属する月の翌月

　中に、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

　　藤枝市高年齢者等雇用奨励金交付申請書（第１号様式）

　　特定求職者雇用開発助成金支給決定通知書（支給要領開様式第２号）の

　　うち市長が指定するものの写し

　　その他市長が必要と認める書類

　（交付決定）

第8条 　市長は前条の申請を受理したときは、速やかにその内容を審査するも

　のとし、雇用奨励金の交付を決定したときは、藤枝市高年齢者等雇用奨励金

　交付決定通知書（第２号様式）により当該申請者に通知するものとする。こ

　の場合において、市長は奨励金交付について条件を付することができるもの

　とする。

　（交付請求）

第9条 　申請者は前条の通知があったときは、雇用奨励金交付請求書（第３号

　様式）を市長に提出しなければならない。

　（交付決定の取消し等）

第９条　市長は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合は、雇用

　奨励金の交付の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した雇用奨励金　

　の全部若しくは一部を返還させることができる。

　　虚偽その他不正の手段により雇用奨励金の交付を受け、又は受けようと

　　したとき。

　　その他市長が雇用奨励金の交付を不適当と認めたとき。

　（情報等の目的外利用及び漏えいの禁止）

第10条　市長は、雇用奨励金の交付業務に関し知りえた情報又は秘密を当該

　業務以外の目的に利用し、又は第三者に漏えいしないものとする。

　（雑則）

第11条　この要綱に定めるもののほか、雇用奨励金の交付に関し必要な事項

　は、市長が別に定める。

　　　　附　則　（平成１４年７月３０日　藤枝市告示９３号）

　　この要綱は、告示の日から施行し、平成１４年４月１日以後に国の助成金
　の助成対象期間が満了した雇用について適用する。

　　　　附　則　（平成２６年４月　１日　藤枝市告示７７号）

　この告示は、公示の日から施行する。
